
佐賀県地域医療構想（説明資料） 

平成２８年３月３０日 策定   
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○ 病床機能報告制度（平成26年度～） 
   医療機関が、有する病床において担っている医療 
 機能の現状と今後の方向を選択し、都道府県に報 
 告。医療機関の自主的な機能分化を進める。 
  
  高度急性期：ＩＣＵ等、診療密度が特に高い医療 
  急性期：状態の早期安定化に向けた医療 
  回復期：在宅復帰やリハビリを目的とした医療 
  慢性期：長期にわたる療養が必要な医療 
 
 の４機能のいずれかを医療機関が選択。 

○ 地域医療構想の策定（Ｈ26医療法改正で創設） 
     都道府県は、地域の医療需要の将来推計や報告された情報等を活用して、構想区域ごとの各医療 
 機能の将来の必要量を含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切 
 に推進するため方策を医療計画に新たに盛り込み、更なる機能分化を推進。 
  
  目標年次 平成37（2025）年 
  内   容 ①構想区域（２次医療圏を基本）を設定 
         ②入院・在宅医療等の医療需要を、病床機能（４機能）ごとに推計  ※外来除く 
         ③医療需要に対応する必要病床数を推計 
         ④医療提供体制を実現する施策を検討（地域医療介護総合確保基金などを活用） 

医療機能の報告等を活用し、地域医療構想 
（ビジョン）を策定し、更なる機能分化を推進 
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（Ｂ病棟） 
急性期 

地域医療構想の概要 



時期 医療法３０条の１４に基づく診療に関する学識経
験者の団体その他医療関係者等との協議の場 

（地域医療構想調整会議） 

医療法３０条の４第１３項、 
１４項に基づく策定前の意見聴取 

 

その他 
（県独自の取り組み） 

親会議（県全体） 分科会（２次医療圏） 

５月 ①GL説明等（5/13） 

７月 ②医療需要・必要病床数
の報告（７/２９） 

９月 ①現況や医療提供体制につ
いて意見交換 

１０月 

１１月 ②在宅医療、地域包括ケア
について意見交換 

地域医療介護総合確保基
金事業検討会での説明 
（11/12） 

１２月 

１月 

２月 ③地域医療構想素案審議 
   （2/１） 

地域医療介護総合確保基
金事業検討会での説明 
（２/２３） 

３月 

パブリック・コメント 
（2/26～３/18） 

医療審議会における意見聴取 
（３/２８） 

③～④意見まとめ等 

診療・調剤に関する学識経験者団体、
市町、保険者協議会からの意見聴取 
（２/３～１９） 
 ※地域医療構想調整会議・分科会で審議に加 
  わっているが、文書で意見を求めるもの 
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策定スケジュール 



 
基本理念 

 
「人を大切に」「佐賀で支える」を基本理念に、 
 ・効率的かつ質の高い医療提供体制 
 ・地域包括ケアシステム 
の構築に取り組む         ※佐賀県総合計画2015と整合性確保 
                     

 
策定体制 

 
＜体制＞ 
 佐賀県地域医療構想調整会議において素案を策定 
 素案了承後、医療法に基づき医療審議会等からの意見聴取等を経て、策定 
 
＜佐賀県の特徴＞ 
 療養病床の割合が高く、地域包括ケアの構築が課題であることから、検討段
階から、介護保険者・市町村、介護事業者が参画、協議。 

 
目標年次 

 
平成３７年（2025年） 
 
※ただし、医療需要等については、平成42年（2030年）も一部記載。 
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Ⅰ 基本的事項 
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Ⅱ 構想区域の設定と現状 ① 

○ 構想区域は、現行の２次医療圏を原則とし、患者の受療動向などを考慮し、定めることとなっている。 
○ 入院患者の受療動向等から、現行の２次医療圏は、一定の域内完結率があることから、現行の２次医療圏を 
 もって、構想区域とする。 
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中部 

東部 

北部 

西部 

南部 



中部 東部 北部 西部 南部 福岡・糸
島

筑紫 久留米 有明 北九州 佐世保県
北

県央

中部 6,318.9 131.7 20.1 0.0 128.8 47.4 0.0 147.4 16.0 10.1 0.0 0.0

東部 104.9 1,795.9 0.0 0.0 0.0 34.3 32.9 408.5 11.4 0.0 0.0 0.0

北部 84.3 11.2 2,618.9 0.0 22.4 71.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

:西部 49.2 0.0 45.6 1,404.9 204.3 15.2 0.0 0.0 0.0 0.0 56.8 12.5

南部 285.5 22.7 0.0 40.3 3,358.5 17.5 0.0 10.6 0.0 0.0 0.0 47.0

区中央部 11.4 0.0 0.0 0.0 0.0

福岡・糸島 26.8 46.8 35.3 0.0 0.0

筑紫 13.0 124.4 0.0 0.0 0.0

朝倉 0.0 30.6 0.0 0.0 0.0

久留米 99.8 633.9 0.0 0.0 0.0

八女・筑後 13.0 34.0 0.0 0.0 0.0

有明 44.8 20.3 0.0 0.0 0.0

北九州 18.8 0.0 0.0 0.0 0.0

佐世保県北 19.0 0.0 36.5 145.8 34.5

県央 10.4 0.0 0.0 0.0 83.2

医療機関所在地

自県

患
者
住
所
地

自
県

【表１】2013年度医療需要の流出入状況 

 
○中部、北部、南部は域内完結率が高い。 
 
○東部から久留米への流出は、高度急性
期・急性期の割合が高い。 
 
○久留米から東部への流入は、慢性期の
割合が高い。 
 
○西部から南部への流出は、高度急性
期・急性期の割合が高い。 
 

5 出典：厚生労働省「地域医療構想策定支援ツール」 

Ⅱ 構想区域の設定と現状② 



Ⅱ 構想区域の設定と現状 ③  

佐賀県の現状（特徴） 課題 

医療機関数、病床数など医療資源は全国平均より上 
 ○人口10万人当たりの医療機関数（H26） 
    病院    12.9施設（全国6.7施設） 
    有床診療所21.2施設（全国6.6施設） 
 ○人口10万人当たりの病床数（H26） 
    病院の一般病床769.2床（全国703.6床） 
    病院の療養病床522.6床（全国258.2床） 
    診療所の病床数311.7床（全国 88.4床） 

医療資源は豊富であるが、療養病床の
割合が高い。 
  
 → 療養病床の在り方の見直しを踏ま 
  え、医療、介護、住まいの確保の適 
  切な役割分担 
 

基幹病院（大学、好生館、ＮＨＯ嬉野、唐津日赤等）が分散
配置、「待てない急性期」へのアクセスが良い 
 ○60分以内に対応可能医療機関への搬送人口カバー率 
   くも膜下出血  人口96.1％（九州84.7％） 
   急性心筋梗塞 人口99.0％（九州95.2％） 

アクセスの良さが裏目に出て、３次救急
に対する負担が、他県より集中。 
自宅等での看取り率が低い。 
 → 3次と2次の役割分担。 
    自宅や施設での「看取り」率向上 

訪問診療提供可能な診療所数等は全国平均より上だが、
有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅への訪問が多
く、純粋な居宅への訪問は多くない。 
 ○同一建物への訪問診療指数 173（全国１位） 
 ○居宅への訪問診療指数 66.5（全国36位） 

提供基盤はあるので、有料老人ホーム
やサ高住など高齢者の「住まい」と、医
療・介護サービスを結びつける地域包
括ケアを、市町ごとに構築する必要。 

○ 医療機関、病床の数や、基幹病院の配置など、医療資源・医療提供体制は全国と比べて良好。 
○ 「待てない急性期」へのアクセスがよい反面、３次救急への負担、在宅や施設での看取りに課題 
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【参考】脳卒中患者のDPC病院へのアクセスと、患者流出入の状況 

○60分以内に年10症例以上のDPC病院へ到着できる人口カバー率は、96％以上。 
○「発症後遅くとも２時間以内に専門的な治療が可能」という医療計画の目標はクリアしている。 

0% 50% 100%

4101 中部 

4102 東部 

4103 北部 

4104 西部 

4105 南部 

4101 中部 

4102 東部 

4103 北部 

4104 西部 

4105 南部 

KG40 福岡県 

KG42 長崎県 

脳梗塞、一過性脳虚血発作患者（主病名） 

合計 / 総件数 医療機関二次医療圏名
負担者二次医療圏名 4101 中部 4102 東部 4103 北部 4104 西部 4105 南部 KG40 福岡県 KG42 長崎県 総計
4101 中部 4,420 133 133 234 4,920
4102 東部 90 1,009 385 1,484
4103 北部 56 1,975 13 17 51 2,112
4104 西部 50 1,174 233 19 31 1,507
4105 南部 128 10 51 3,062 53 28 3,332
総計 4,694 1,152 2,025 1,238 3,445 742 59 13,355

出典：厚生労働省提供「受療動向可視化ツール」 

出典：石川ベンジャミン光一氏（国立がん研究センター） 
https://public.tableau.com/profile/kbishikawa#!/ 



○総人口は、全圏域で減少する。 
○65歳以上人口は、北部、西部、南部では2025年以降減少局面にはいるが、中部、東部は微増・横ばい傾向 
 が2040年まで続く。 
○75歳以上人口は、2035年がピークで、その後中部・東部は横ばい、他の圏域は減少に入る。 
○人口の推移としては、「中部と東部」「北部と西部と南部」が同じ傾向を持っている。 
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人数 構成 人数 構成
増減率

（対2010） 人数 構成
増減率

（対2010） 人数 構成 人数 構成

中部 総人口 353,347 324,222 ▲ 8.2 312,096 ▲ 11.7 299,063 284,969

65歳以上 82,733 23.4 101,232 31.2 22.4 101,526 32.5 22.7 101,040 33.8 101,334 35.6

75歳以上 44,090 12.5 57,474 17.7 30.4 62,196 19.9 41.1 62,965 21.1 62,028 21.8

東部 総人口 122,310 121,484 ▲ 0.7 119,634 ▲ 2.2 117,350 114,679

65歳以上 27,054 22.1 35,609 29.3 31.6 35,740 29.9 32.1 35,993 30.7 37,356 32.6

75歳以上 13,493 11.0 20,628 17.0 52.9 22,428 18.7 66.2 22,550 19.2 22,042 19.2

北部 総人口 133,305 117,309 ▲ 12.0 111,612 ▲ 16.3 105,836 99,832

65歳以上 34,456 25.8 39,943 34.0 15.9 38,924 34.9 13.0 37,064 35.0 35,951 36.0

75歳以上 19,070 14.3 22,430 19.1 17.6 24,102 21.6 26.4 24,174 22.8 22,964 23.0

西部 総人口 78,090 70,170 ▲ 10.1 67,220 ▲ 13.9 64,206 61,037

65歳以上 20,394 26.1 23,900 34.1 17.2 23,239 34.6 14.0 22,235 34.6 21,459 35.2

75歳以上 11,286 14.5 13,407 19.1 18.8 14,510 21.6 28.6 14,630 22.8 13,834 22.7

南部 総人口 162,736 141,491 ▲ 13.1 134,301 ▲ 17.5 127,128 119,686

65歳以上 44,373 27.3 50,051 35.4 12.8 49,054 36.5 10.5 47,301 37.2 45,448 38.0

75歳以上 25,604 15.7 28,576 20.2 11.6 30,651 22.8 19.7 30,903 24.3 29,771 24.9

佐賀県 総人口 849,788 774,676 ▲ 8.8 744,863 ▲ 12.3 713,583 680,203

65歳以上 209,010 24.6 250,735 32.4 20.0 248,483 33.4 18.9 243,633 34.1 241,548 35.5

75歳以上 113,543 13.4 142,515 18.4 25.5 153,887 20.7 35.5 155,222 21.8 150,639 22.1

2025年2010年 2030年 2035年 2040年

※国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2013年3月中位推計）」 

Ⅲー１ 構想区域ごとの人口推移 



○65歳以上の単独世帯、75歳以上の単独世帯は、ともに今後増加が見込まれる。 
○在宅医療等や地域包括ケアを検討する際には、高齢者の「住まい」を取り巻く環境が変わっていくことに留意。 
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Ⅲー２ 高齢者世帯の推移 

世帯数 ％ 世帯数 ％ 世帯数 ％ 世帯数 ％ 世帯数 ％

全世帯数 294,133 295,111 286,352 278,932 269,880

26,874 9.1 30,760 10.4 35,888 12.5 37,051 13.3 37,730 14.0

75歳以上の単独世帯数 15,874 5.4 17,735 6.0 21,531 7.5 23,596 8.5 24,045 8.9

29,498 10.0 33,390 11.3 36,781 12.8 36,098 12.9 34,629 12.8

75歳以上の夫婦のみ世帯数 13,089 4.5 14,655 5.0 18,573 6.5 20,237 7.3 19,798 7.3

平成47年

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2014年4月推計）

65歳以上の単独世帯数

65歳以上の夫婦のみ世帯数

高齢者がいる世帯数の推移

平成22年 平成27年 平成37年 平成42年



医療機関の自主的な
取組に資するよう、医
療需要の見通しにつ
いて、引き続き精度
を高める。 
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Ⅳ－１ 医療需要の見通し 

※慢性期医療需要は、中部・東部はパターンＢ、北部・西部・南部は特例適用（地域医療構想策定ＧＬｐ17～18）。 
※北部・西部・南部がパターンＢを適用した場合の2025年必要病床数は北部353床、西部196床、南部377床。 
出典：厚生労働省「地域医療構想策定支援ツール」 需要単位：人／日 

他機能からの転換に
よる回復期の増など
医療機関による自主
的な機能分化を進め
る。 

2025年度から2030年
度にかけても、75歳
以上人口は伸びるこ
とから、2025年の先も
見据える。 

2013年度 【参考】

医療機関
所在地

医療需要

医療機関
所在地

医療需要
①

必要病床数

①÷稼働率

医療機関
所在地

医療需要
②

必要病床数

②÷稼働率

病床機能
報告

（2014.7）

高度急性期 516 523 697 1.4 523 696 1.4 674
急性期 1,904 2,057 2,638 8.0 2,115 2,712 11.1 5,752
回復期 2,473 2,790 3,099 12.8 2,915 3,238 17.9 1,213
慢性期 3,522 2,432 2,644 ▲ 30.9 2,569 2,792 ▲ 27.1 4,731
在宅医療等 10,021 13,541 35.1 14,879 48.5

小計 18,436 21,343 9,078 15.8 23,001 9,438 24.8 12,370
高度急性期 280 279 372 ▲ 0.4 276 368 ▲ 1.4 187
急性期 843 911 1,168 8.1 931 1,194 10.4 2,730
回復期 1,136 1,287 1,430 13.3 1,344 1,493 18.3 437
慢性期 1,134 787 855 ▲ 30.6 824 896 ▲ 27.3 1,532
在宅医療等 3,810 5,112 34.2 5,633 47.8

小計 7,203 8,376 3,825 16.3 9,008 3,951 25.1 4,886

高度急性期 19 23 31 21.1 25 33 31.6
急性期 176 223 286 26.7 240 308 36.4 557
回復期 324 425 472 31.2 460 511 42.0 173
慢性期 776 514 559 ▲ 33.8 541 588 ▲ 30.3 1,025
在宅医療等 1,645 2,783 69.2 3,168 92.6

小計 2,940 3,968 1,348 35.0 4,434 1,440 50.8 1,755

高度急性期 76 76 101 0.0 76 101 0.0 15
急性期 288 295 378 2.4 301 386 4.5 784
回復期 233 242 269 3.9 246 273 5.6 238
慢性期 542 402 437 ▲ 25.8 430 467 ▲ 20.7 683
在宅医療等 1,650 1,989 20.5 2,156 30.7

小計 2,789 3,004 1,185 7.7 3,209 1,227 15.1 1,720

高度急性期 23 24 32 4.3 25 33 8.7 6
急性期 124 133 171 7.3 138 177 11.3 546
回復期 200 220 244 10.0 231 257 15.5 158
慢性期 351 250 272 ▲ 28.8 269 292 ▲ 23.4 514
在宅医療等 930 1,187 27.6 1,282 37.8

小計 1,628 1,814 719 11.4 1,945 759 19.5 1,224

高度急性期 118 121 161 2.5 121 161 2.5 466
急性期 473 495 635 4.7 505 647 6.8 1,135
回復期 580 616 684 6.2 634 704 9.3 207
慢性期 719 479 521 ▲ 33.4 505 549 ▲ 29.8 977
在宅医療等 1,986 2,470 24.4 2,640 32.9

小計 3,876 4,181 2,001 7.9 4,405 2,061 13.6 2,785

【参考】2030年度
需要の
伸び

（13→30）

需要の
伸び

（13→25）

2025年度

医療機能

中部

東部

北部

西部

南部

佐賀県
全体



一般病床 
8,637 

療養病床 
4,753 

13,390床 

医療施設調査 
（H2６.10） 

病床機能報告 
（H26.7時点） 

12,370床 

急性期 
5,752 

回復期 
1,213 

慢性期 
4,731 

高度急性期 
674 

高度急性期 
697 
急性期 
2,638 

回復期 
3,099 

慢性期 
2,644 

必要病床数 

9,078床 

居宅 
 

介護保険施設 
 

サービス付き 
高齢者住宅 

 
有料老人 
ホーム 

 
など 新たな 

施設類型 

在宅医療等 
約13,500人 

現状 将来：平成37年（2025年） 

病床機能報告は、未報告医療機関があるため、現
状の病床数とは一致しない 

○ 人口構造の変化とNDBデータ等から将来の医療需要を見通し、必要病床数を機能別に推計。 
○ ２０２５年における「効率的で質の高い医療提供体制」に向けて、急性期等から回復期への病床機能の転 
 換、高齢者住宅等を含む在宅医療の基盤整備を、１０年程度かけて合意形成を図り、推進。 
○ 「病院完結型」から「地域完結型」に向け、医療・介護の連携、必要となる人材確保などに取り組む。 
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Ⅳー２ 医療需要に対応した必要病床数  



【特別養護老人ホーム・ 
介護老人保健施設】 

【在宅介護サービス】 

【急性期病院】 

【高度急性期 
病院】 

【回復期病院】 

・質の高い医療と手厚い看
護により、早期に「急性期後
の病院」や「リハビリ病院」に
転院可能 
・基幹病院の機能確保 

自宅、サービス付き高齢者向
け住宅、有料老人ホームなど
高齢者が安心して暮らせる多
様な住まいの確保 

老人クラブ・自治会・ボランティア・ＮＰＯ 等 

【生活支援・介護予防】 

・ボランティア、ＮＰＯ等の多様な主体による見守り、配食、
買い物支援等の生活支援サービスが充実 
・社会参加が推進され地域での介護予防活動が充実 

・２４時間対応の訪問介護・看
護サービス、小規模多機能型
居宅介護等により、高齢者の
在宅生活を支援 

入院医療 介護 
地域包括ケアシステムの構築 

連携強化 

・パス、地域医療連携室による連携 

・退院調整ルールの構築によりスタッ
フが連携先の身近な病院を紹介 

【有床診療所】 

身近なところで集中的な 

リハビリを受けられるよう、
回復期病床の充実 

早期の在宅復帰、 
社会復帰 

住まい 
（患者さん・家族） 

・地域の拠点として在宅介護サービス等も積極的に展開 

外来 

歯科 
医療 

薬
局 

在宅 
医療 

病床の機能分化・連携 

訪問
看護 

訪問 
診療 

ピカピカリンク等による医療機関の連携 

発症 
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医療従事者の確保・養成 

【慢性期病院】 

施設 

【療養病床見直し後   
 の新たな施設】 

※厚生労働省資料をもとに、佐賀県において加筆修正 

Ⅴ 2025年に目指す姿  



施策の体系 

施策区分 取組方針 指標 

１  
病床の
機能の
分化・ 
連携 
 

医療需要の変
化に対応した病
床機能の確保 

○急性期病床等から回復期病床への転換 
○療養病床等から介護保険施設やその他、施設への転換 
○高度急性期病床、がん診療連携拠点病院等基幹病院の機能確保 
○「待てない急性期」に対応する救命救急体制の構築 
○介護施設等における「看取り」の推進 

必要病床数（Ⅳ-１） 
 
ピカピカリンク加入率 
（H26 15％ 
    →H30 27％） 
 

診療情報の共
有などによる連
携の推進 

○ピカピカリンクなど情報共有システムの普及・定着、利活用推進 
○医療等ＩＤを的確に把握した既存システム等の機能強化の検討 
○地域連携パスの普及、地域連携室の活用などによる情報の共有化 
○市町・郡市医師会単位での連携拠点、グループ化の定着 

２ 
地域包
括ケア 
システ
ムの構
築 

医療・介護等連
携・ネットワーク
の構築 

○在宅医療・介護支援センター、地域包括支援センターの機能連携強化 
○地域の関係機関、宅老所やボランティアも含めたネットワークの充実 
○市町の在宅医療・介護連携推進事業の着実な実施 
○退院調整ルールなど医療・介護の連携を促進するルール・関係づくり 

在宅医療連携拠点数 
  （８→H29 ８か所） 
退院調整ルール運用数 
  （0→Ｈ30 20市町） 
訪問看護利用者数 
  （H25 5.7人 
    →H29 12.9人） 
病院等看取り率 
（H26 82.8％→H30低下） 

在宅医療の基
盤整備 

○市町・郡市医師会単位での連携拠点、グループ化の定着（再掲） 
○介護施設等における「看取り」の推進（再掲） 
○訪問看護の必要量の確保 
○訪問歯科診療、口腔ケア、訪問薬剤管理指導の普及 
○在宅医療や地域包括ケアシステムに対する県民の理解促進 

３ 
医療従
事者の
確保・養
成 

医療従事者の
確保・資質向上 

○第７次医療計画における医療従事者の需給見通しの提示 
○修学資金貸付等を活用した不足診療科における医師確保 
○看護師養成所の安定的な運営に向けた支援 
○理学療法士、作業療法士、訪問看護師など、需要に対応した人材確保 
○看護職員など有資格者の医療現場への復帰に対する支援 
○看護職員等のキャリアアップの支援等 

需給見通しを第７次医療
計画（H29作業）で定め、
指標化 

医療機関の勤
務環境改善 

○医療勤務環境改善支援センターの運営によるきめこまかい支援 
○病院内保育所の設置・運営など医療従事者の勤務環境の改善支援 

看護職員離職率 
（H26 7.5％→H30低下）
看護師養成所県内就業率 
（H26 64.8％→H30上昇） 

※上記、取組方針に沿って、地域医療介護総合確保基金等を活用し、施策を推進                               13 



H26 
（2014） 

H27 
(2015） 

H28 
（2016） 

H29 
（2017） 

H30 
（2018） 

H31 
（2019） 

H32 
（2020） 

H33 
（2021） 

H34 
（2022） 

H35 
（2023） 

H36～ 
（2024） 

診療報酬改定 

介護報酬改定 

国民健康保険の財政運営責任が都道府県に（H30～） 

医療等ID導入（H30～）、本格運用（H32～） 

第６次医療計画 
（H25～29） 

第７次医療計画（H30～35） ※H32に見直し 

  地域医療構想（～H37） 

第８次 
医療計画 
（H36～41） 

（国）療養病床検討 

（市町）新公立病院改革プラン 

第５期 
（H24 
～26） 

第６期介護保険事業（支援）
計画 

第７期介護保険事業（支援）計画 第８期介護保険事業（支援）計画 第９期 

（市町）介護保険法に基づく、在宅医療・介護連携推進事業の実施 

（国）医師、看護師等   
  新たな需給見通し 

介護療養病床廃止（H29末）、新たな施設類型の創設（H30～） 

第３期医療費適正化計画（H30～35） 

14 

2025年に向けたロードマップ 

フェイズ１ フェイズ２ フェイズ３ 


